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2020年度 SDGs未来都市等提案書（提案様式１） 

令和２年３月２日 

富田林市長 𠮷村 善美   

提案全体のタイトル SDGsを共通言語としたマルチパートナーシップによる 

“富田林版”いのち輝く未来社会のデザイン 

提案者 大阪府富田林市 

担当者・連絡先 



2 

 

 

 

 

1.1 将来ビジョン 

（１）地域の実態 

 

（地域特性） 

富田林市は、大阪府の東南部に位置し、大阪都心部か

ら約 20㎞の距離にある。総面積は 39.72km2であり、中央

平野部と、金剛山系に連なる南部の山地部と西部の丘陵

部で構成されている。高度成長期には西部の丘陵におい

て、大規模なニュータウン開発が相次いで行われ、大阪都

心部で働く人々のベッドタウンとして急速に発展してきた

が、現在は整備された都市基盤の老朽化とあわせ、オー

ルドタウン化が進行している。 

 人口は 2002年の 126,400人をピークに、翌年以降減少

を続けており、大阪府内でも早いスピードで人口減少が進行している。2020年１月末時点

の人口は 110,919人（高齢化率 29.9％）とピーク時から 1.5万人以上減少している。人口

動態は自然動態・社会動態ともに減少が続いており、20・30歳代の若年層の転出超過が

顕在化している。今後もこの状況が続けば 2030年に 99,070人、2060年に 60,660人まで

減少するとともに少子高齢化もさらに進行すると推計している。 

 経済面では、製造業と医療・福祉が従業者数も大きく（2業種で全体の 43.5％）、重要な

雇用基盤となっており、付加価値額でも製造業 34,358百万円（36.0％）、医療・福祉 22,495

百万円（23.6％）となっている。特に医療・福祉については高齢化の進行に伴いさらなる拡

大も予想されるが、さらなる少子化に伴う生産年齢人口の減少に伴い、産業界全体で担い

手不足による事業継続の課題がさらに深刻化する。 

 社会面では、地域課題が複雑・多様化する中、課題解決の担い手と期待される地域コミ

ュニティについても担い手不足による衰退が懸念されており、持続可能な地域社会を形成

していくためには、コミュニティにおける担い手確保のほか、企業等の新たなまちづくりプレ

ーヤーとしての参画、行政・市民・団体・教育機関・企業等のあらゆる主体間の相互連携・

協力の加速化を通じて、新たな社会システムを創出していく必要がある。 

環境面では、地球温暖化や越境大気汚染等により自然環境が損なわれる恐れがある

中、本市の恵み豊かな自然を次世代に引き継いでいくためにも、「COOL CHOICE（賢い選

択）」やエシカル消費の市民への展開とともに、行政自らも社会を形成する主体として行動

の変革を行っていく必要がある。 

地域資源としては、大阪都心部へのアクセスも良い立地ながら、16世紀に造営され、江

１．全体計画 （自治体全体での SDGsの取組）  
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戸時代には商品流通の中核地として発展した大阪府

内唯一の重要伝統的建造物群保存地区である富田林

寺内町をはじめとした歴史環境、豊かな自然環境を有

している。また、地性を活かした農業、製造業や医療・

福祉といった産業、大学等の教育機関の立地も本市が

取組を進めていくための重要な資源となっている。 

 

（取り巻く社会環境） 

 2025年には SDGsが達成される社会の実現に向け、大阪夢洲において「いのち輝く未来

社会のデザイン」をテーマとした万国博覧会が開催される。また、大阪府においても「いの

ち輝く未来社会」をめざすビジョン（2018策定）に基づ

き、「健康な生活」「活躍できる社会」「未来を創る産

業・イノベーション」を軸に、オール大阪での取組を進

めることとしている。本市においても、富田林版 SDGs

取組方針（2019策定）に基づき、SDGsの実現に向け

た地域実装に取り組むうえで、万博のインパクトという

タイミングを最大の強みとして最大限に活かす。 

 

（今後取り組む課題） 

１．マルチパートナーシップの創出 

人口減少と少子高齢化が同時に進行する中、持続可能な地域社会を形成していくため

にも、まちづくりの主体は行政だけではなく、市民や団体、教育機関、企業など、域内で活

動するあらゆる主体が、多様な主体の参画機会を確保しながら、適切な役割分担と相互

理解のもと、さまざまな組み合わせ（市民との協働・公民連携・民民連携など）で地域社会

の課題解決を図っていく必要がある。そのため、多様な主体がさまざまな関係を結び地域

社会を支えるマルチパートナーシップの創出に取り組む。 

 

２．社会・経済・環境の「健康」づくり 

 多様な主体がまちづくりに参画し、地域課題の解決に活躍していくためには、各々の主

体が「健康」であることが必要である。市民は自身の健康、企業は従業員や経営面の健康

等、あらゆる主体が活躍できる社会の「健康」づくりに取り組む。また、人口減少が地域経

済の縮小を、地域経済の縮小が人口減少を引き起こす負の連鎖を断ち切るためにも、産

業の創出や雇用の確保等を通じて経済の「健康」づくりに取り組む。さらに、地球規模で進

む環境問題に対応していくため、低炭素化の推進等、環境の「健康」づくりに取り組む。 
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（２）2030年のあるべき姿 

【2030年のあるべき姿】 

本市が SDGsの実現に資する各種取組を通じて、2030年にめざす「富田林市のあるべ

き姿」を次のように設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ いのち輝く富田林の実現 

 まちづくりの担い手となる、市民や団体、教育機関、企業等のあらゆる主体としての「ひ

と」が、自分らしく、いきいきと活躍するための「健康」づくりや、活動の基盤となる環境の向

上を進め、いのち輝く富田林の実現をめざす。 

 

２ マルチパートナーシップによる増進型社会の実現 

 あらゆるまちづくりの主体としての「ひと」が、互いの立場や役割を認識したうえで、理想

の地域社会の姿をともに描き、マルチパートナーシップにより、目的実現型の手法で理想

を追求する増進型社会の実現をめざす。 

 

３ 地域資源を活かし繋ぐ魅力的で活力あふれるまちの実現 

 大阪都心部へのアクセス性、大阪府内唯一の重要伝統的建造物群保存地区をはじめと

する歴史資源、豊富な自然、農業・製造業・医療福祉などの産業、大学等の教育機関の立

地等、本市固有の地域資源を活かし、またそれぞれをつなぎ合わせることで新たな価値を

創造し、「訪れてみたい」「住んでみたい」「住み続けたい」「働きたい」と域内外の人々に訴

求できる魅力を磨きあげ、活力があふれるまちの実現をめざす。 

 

 

 

 

 

  

いのちが輝き 

 

みんなで理想を追求する 

 

魅力と活力あふれるまち富田林 
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（３）2030年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2030年に実現するあるべき姿の実現に向け、大阪府が「「いのち輝く未来社会」をめざす

ビジョン」でめざすオール大阪での取組の地域実装として、また 2025年開催の万国博覧

会による府域・市域における SDGsや健康に対する市民・企業等の機運を最大限に引き

上げ、本市取組方針に基づき、力強く SDGsの実現された社会をめざす。 

 

（共通） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

17，16 

17，17 

指標：民間企業との連携協定数 

現在（2020年 2月）： 

９件 

2030年： 

40件 

 

2030年のあるべき姿 

いのちが輝き みんなで理想を追求する 魅力と活力あふれるまち富田林 

経済 

 

 

社会 

 

 
 

 

環境 

【優先的ゴール】 

富田林版 

SDGs取組方針 

（2019.7策定） 「いのち輝く未来社会」 

をめざすビジョン 

（2018.3大阪府策定） 
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本市が 2030年に実現する「いのちが輝き みんなで理想を追求する 魅力と活力あふ

れるまち富田林」に向け、経済・社会・環境の三側面の取組を一体的に推進するにあたっ

て、ゴール 17（パートナーシップで目標を達成しよう）を共通の優先的ゴールと設定し、マル

チパートナーシップによる取組を展開する。 

 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

８，５ 

８，６ 

８，９ 

指標：市内事業所従業者数 

現在（2016年）： 

33,193人 

2030年： 

38,000人以上 

 

９，２ 

９，３ 

指標：年間製造品出荷額 

現在（2017年）： 

1,398億円 

2030年： 

1,500億円以上 

 

2030年に魅力と活力があふれるまちとなるには、社会の基盤となる製造業や医療・福

祉をはじめとする市内産業の活性化が重要となる。そのため、ゴール８（働きがいも経済成

長も）及びゴール９（産業と技術革新の基盤をつくろう）を優先的なゴールと設定し、ヘルス

ケア分野等の新たな産業の創出、SDGsの推進に資する製造業等への民間資金の還流

による市場の活性化に取り組み、企業の経営改善や雇用機会拡大による労働人口の確

保につなげることで、若者世代の人口流出抑制を含めた持続可能なまちの形成をめざす。 

 

（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

３，８ 指標：市民の健康寿命 

現在（2017年）： 

男性：79.3歳 

女性：83.1歳 

2030年： 

男性：80歳以上 

女性：84歳以上 

 

４，１ 

４，３ 

４，６ 

指標： 全国学力・学習状況調査成績全国比 

現在（2019年４月）： 

小６：96.7％ 

中３：99.3％ 

2030年： 

小６：100％ 

中３：102％ 

 

 

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン
をここに
貼り付け 

アイコン
をここに

貼り付け 
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まちは、あらゆる主体としての「ひと」が相互理解と連携・協働することにより生みだされ

る創造物である。地域で活躍する「ひと」のいのちが輝くには、各々が健康でいきがいを持

つことが重要となる。そのため、ゴール３（すべての人に健康と福祉を）及びゴール４（質の

高い教育をみんなに）を優先的なゴールに設定し、市民をはじめとする「ひと」の健康増進

に取り組み、いのち輝く「ひと」が理想の未来を共有しなが

ら、協力して理想を追求できる増進型社会をめざすととも

に、未来の地域社会の担い手となる子どもたちに ESDを

含む質の高い教育により、持続可能な未来社会を創る優

秀な人材を育成する。 

 

（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

 

12，２ 

 

 

13，２ 

指標：CO２排出量  

現在（2016年）： 

588千 t 

2030年： 

588千 t 

 

いのち輝く「ひと」が、理想的な地域社会を形成していくためには、生活や活動の基盤と

なる環境が「健康」でなくてはならない。そのため、ゴール 12（つくる責任 つかう責任）及び

ゴール 13（気候変動に具体的な対策を）を優先的なゴールに設定し、低炭素化の取組等

を通じて、より良い地球環境の中で、健康的な生活や健康

的な活動が可能となる社会をめざすとともに、本市の豊か

な自然を次世代に継承する。また、域内で活動するすべて

の「人」が個人レベル・企業レベルなど、あらゆるレベルで

の行動の変革を促し、SDGsを基本とした行動・活動が行

われる社会をめざす。 
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1.2 自治体 SDGsの推進に資する取組 

（１） 自治体 SDGsの推進に資する取組 

  

本市では、まちづくりの最上位計画にあたる総合ビジョン・総合基本計画（いわゆる総合

計画）について、各施策と SDGsのゴールとの紐づけを完了している。また、総合ビジョン・

総合基本計画の推進にあたっては、毎年度３か年に取り組む事業をまとめた実施計画を

策定・公表しており、各種事業を通じて、全市的に SDGsを推進することとしている。 

 

富田林市総合ビジョン・総合基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推進 

まちづくりの各分野に 

SDGsの要素を 

取り入れながら推進することで、 

SDGsの全てのゴールに貢献する 

実施計画 

アクションプラ 

ンとして毎年度 

策定・公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

富田林版 SDGs取組方針 

①SDGsの普及啓発 

②SDGs要素の市政反映 

③多様な連携の創出 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

 

①あらゆる主体が参画するマルチパートナーシップによるまちづくり 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

17，16 

17，17 

指標：民間企業との連携協定数 

現在（2020年２月）： 

９件 

2022年： 

20件 

 

・人口減少と少子高齢化が同時に進行する中で、今後のまちづくりを進めるにあたっては、

市民・団体・教育機関・企業等と行政が相互理解と適切な役割分担のもと、地域の課題と

めざすべき未来の姿を共有し、協力し合いながらその解決に向けた取組を進めていくこと

が必要である。 

・そのため、あらゆる主体がまちづくりに参加するための、マルチパートナーシップの組成

に向けたしくみづくりを進めるとともに、地域人材の育成や、ネットワークづくりに取り組

み、まちづくりのあらゆる分野においてマルチパートナーシップを展開する。 

 

 

②新しい人の流れを生む魅力の発信と愛着の醸成 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

11，３ 指標：20・30代人口比率 

現在（2019年３月）： 

19.8％ 

2022年： 

21.9％ 

 

・人口減少が進行する中で、将来にわたって活力があふれる持続可能な地域社会を築くた

めには、定住人口や交流人口の増加に向けて、恵み豊かな自然環境、市内に点在する

魅力的な歴史資源、地域に根ざした産業、大阪都心部への良好なアクセス性、充実した

子育て環境など、本市固有の地域資源を活かしながら、暮らしやすさや子育てのしやす

さ、訪れる楽しみなど都市の魅力を高め、効果的に発信していくことが必要である。 

・そのため、本市があらゆる場面で選ばれるまちとなるよう、市民の市への愛着を高めると

ともに、あらゆるまちづくりの主体が、市民とともに、まちづくりの課題解決に結び付けな

がら、定住の地、訪れる地としての本市の魅力の発掘と磨き上げを行い、その魅力を都

市ブランドとして市内外に向けて効果的に発信する取組を、分野横断的に推進する。 

 

 

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン

をここに
貼り付け 
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③未来への希望を育む子育て・教育 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

４，１ 

４，３ 

４，６ 

指標： 全国学力・学習状況調査成績全国比 

現在（2019年４月）： 

小６：96.7％ 

中３：99.3％ 

2022年： 

小６：98.0％ 

中３：101.6％ 

 

・本市が提唱する「子育てするなら富田林」というキャッチフレーズが名実ともに浸透し、子

育て・定住の場として選ばれるまちとなるよう、結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない

支援の充実を図るとともに、多様なニーズに応じた保育サービスの提供や、地域ぐるみに

よる子育て支援を進める。 

・本市で生まれ・育つ子どもたちが、市を愛し、夢と希望を持って、地域や社会で輝く人材と

して成長することができるよう、主体的に学び、確かな学力と将来に活かしていくことがで

きる知識や技能を身につけ、豊かな心と健やかな体を育む教育を推進するとともに、未来

社会の担い手となるよう、ESD教育を推進する。 

 

④みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らしづくり 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

３，８ 指標：市民の健康寿命 

現在（2017年）： 

男性：79.3歳 

女性：83.1歳 

2022年： 

男性：80.0歳 

女性：83.4歳 

 

・いつまでも、健康で、自分らしく暮らし続けることができるよう、市民の主体的な健康づくり

を促進するとともに、安心して医療を受けることができる地域医療体制の充実を図る。 

・本市が先進的に取り組んできた認知症施策や医療・介護連携を基本とした“富田林版”地

域包括ケアシステムの深化により、希望する誰もが活躍できる支え合いの地域づくりを進

めるとともに、障がいのある方等の社会的弱者に対する理解や、支援を必要とする人々

が自立した生活を送ることができる支援体制づくりを進める。 

・すべての人の人権が尊重され、性別や年齢、国籍や障がいの有無など、さまざまな状況

にある人々が共生できるまちとなるよう、子どもの貧困問題等の多様な人権問題への対

応、男女共同参画社会の形成に向けた啓発、地域や企業において女性が活躍できる環

境づくりを進める。 

 

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン
をここに

貼り付け 
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⑤魅力のあふれるまちのにぎわいづくり 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

８，５ 

８，６ 

８，９ 

指標：市内事業所従業者数 

現在（2016年）： 

33,193人 

2022年： 

35,000人 

 

・雇用の確保に向け、新たな産業の創出や就労に向けた支援に取り組むとともに、地域経

済の活性化に向け、経営基盤の強化や安定化に向けた事業所への支援による商工業の

活性化を図る。また、府内有数の農業地域として、農産物特産品のブランド化や後継者

不足への対応、地産地消の推進などによる農業の活性化に向けた取組を推進する。 

・交流人口を増加させ、活気があふれるまちとなるよう、来訪者が快適に過ごすことができ

る環境整備やインバウンドへの対応なども含め、豊富な歴史的資源や、大地の恵みを実

体験できる農業公園サバーファームなどの自然環境等を活かした観光の振興を図るとと

もに、魅力的な文化・スポーツイベントや、地車（だんじり）まつり等の伝統行事などを通じ

た、魅力とにぎわいの創出を図る。 

 

⑥安全・安心で美しく快適なまちづくり 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

13，２ 指標：CO２排出量 

現在（2016年）： 

588千 t 

2022年： 

588千 t 

・誰もが安全に安心して暮らすことができるよう、防災体制の充実や、地域における支え合

いのしくみづくりなど災害に強いまちづくり、防犯体制の強化による犯罪を起こさせない地

域づくりを進めるとともに、消防・救急体制の充実を図る。 

・市民が快適で暮らしやすく、住み続けたいまちとなるよう、ユニバーサルデザインに基づく

都市空間の形成や、生活・経済の基盤となる道路やライフラインとしての役割を果たす上

下水道など都市基盤の計画的な整備・更新、良好な住環境づくりや、空き家対策などを

進めるとともに、高齢化のさらなる進行も見据えた、誰もが利用しやすい公共交通網の形

成を推進する。 

・本市の魅力でもある恵み豊かな自然を、次の世代に引き継いでいくことができるよう、再

生可能エネルギーの利用促進など、低炭素社会の構築に向けたライフスタイルの浸透を

図るとともに、里地・里山などの自然環境や生物多様性の保全など、環境にやさしく美し

い地域づくりを進める。 

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン

をここに
貼り付け 
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⑦大阪府・大阪市との連携 

①～⑥における本市の取組に加え、今般、大阪府と大阪市の連携による「2025年大阪・

関西万博をインパクトとした「SDGs先進都市」の実現に向けて」が自治体 SDGsモデル事

業として提案されていることから、大阪府、大阪市とも連携しながら、「“富田林版”いのち輝

く未来社会」の実現に向けた取組をより一層推し進めることで、オール大阪による自治体

SDGsの底上げに寄与する。 

 

 

（２）情報発信 

（共通） 

本市では、2019年 7月の「富田林版 SDGs取組方針」の策定にあわせ、市公式ウェブ

サイト内に SDGsの推進に関する特設ページを作成し、域内外や海外に向けて本市の優

れた取組について、既に情報発信を行っている。 

（参考ＵＲＬ https://www.city.tondabayashi.lg.jp/soshiki/4/30351.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後においても自治体 SDGsの取組について、市公式ウェブサイトやＳＮＳにより積極

的・効果的に発信していくともに、プロサッカークラブ・ＦＣ大阪との公民連携により実施して

いるインターネットＴＶ「富田林テレビ」や各種メディアを通じた情報発信も積極的に実施す

る。 
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（域内向け） 

 本市では、大阪大谷大学との連携のもと、市民や

企業向けに SDGsの理解を深める研修会等に既に

取り組むとともに、2019年 11月には一般社団法人

富田林青年会議所との連携により、市コミュニティバ

スへ SDGsカラーの吊革を取り付けるなど、様々な角

度から SDGsの理解促進策を展開しているが、今後

もさまざまな主体に向け、SDGsの理解促進を図る。 

また、本市は 2020年 4月に市制施行 70周年を迎

える。市制施行 70周年関連事業についても SDGsの

整理は完了しており、事業やイベントの開催を通じ

て、SDGsへの貢献と市民への周知を図っていく。 

 

（域外向け（国内）） 

本市が参画している関西 SDGsプラットフォームや地方創生 SDGsプラットフォームを通

じて、国内のステークホルダーへの本市の取組を情報発信する。また、大阪府が立ち上げ

る予定の「大阪 SDGsネットワーク（仮称）」にも参画し情報発信を行う。 

 

（海外向け） 

2025年の万博開催に向けて、国際的な注目が関西・大阪に集まる中、関連する様々な

イベント等の機会を通じて本市における「いのち輝く未来社会」に向けた SDGsの取組を情

報発信していく。 

また、大阪府が立ち上げる予定の「大阪 SDGsネットワーク（仮称）」に参画し、海外との

ネットワークを持つ主体（JETRO等を想定）を通じた海外への取組の発信を行う。 
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（３）普及展開性（自治体 SDGsモデル事業の普及展開を含む） 

（他の地域への普及展開性） 

都市近郊の住宅都市として発展してきた本市の課題は、一部を除く都市近郊の基礎自

治体の共通の課題と推察する。また、大阪府内においても、本市を含む南河内地区は人

口減少や少子高齢化の進行スピードが最も早く、行政・市民・団体・企業等で紡ぐマルチパ

ートナーシップで築く、健康で持続可能な地域社会に向けた、行政からの新たな投資を必

要とせず、ビジネスモデル化や金融と連携した資金を地域に呼びこむアプローチは、ます

ます厳しい財政運営が求められる基礎自治体にとって効果的な手法といえ、都市近郊の

基礎自治体は勿論のこと、全国の他の基礎自治体に対しても、高い普及展開性を有する。 

 

 （自治体 SDGsモデル事業の普及展開策） 

 本市の自治体 SDGsモデル事業での取組を、同じ悩みを抱える基礎自治体の課題解決

の一助として積極的に情報発信する。また、既に公民連携を行っている民間企業について

も、企業活動の範囲は全国である場合も多く、連携パートナーによる情報発信や、本市と

同様の悩みを抱える他地域での富田林版スキームの横展開等により、本市の取組を着実

に普及展開していくことをめざす。 
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1.3 推進体制 

（１）各種計画への反映 

 本市では、2019年 7月に「富田林版 SDGs取組方針」を策定し、「①SDGsの理念の理

解促進」「②市政における SDGs要素の反映」「③SDGsを介した様々な連携の創出」を取

組の基本的な方向と位置付けている。「②市政における SDGs要素の反映」においては、

本市の最上位計画となる総合ビジョン・総合基本計画への SDGs紐づけ、各種個別計画

における SDGs要素の反映に取り組むこととしており、また各計画に基づく施策の展開を

通じて全市的な SDGsの推進に取り組むこととしている。 

 

１．富田林市総合ビジョン及び総合基本計画（2017～2026年度） 

 本市の最上位計画にあたる総合ビジョン・総合基本計画（いわゆる総合計画）について

は、10か年で取り組んでいく予定の各施策について、SDGsのゴールとの紐づけを完了

済。 

 

２．富田林市総合ビジョン及び総合基本計画第 2期実施計画（2019～2021） 

 総合ビジョン・総合基本計画のアクションプランである実施計画については、3か年で取り

組む予定の具体的な事業について、SDGsゴールとの紐づけを完了するとともに、計画書

への SDGs明記も完了済。また実施計画は毎年策定しているが第 3期（2020年策定予

定）以降の計画についても同様に行う。 

 

３．富田林市まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015～2019） 

 まち・ひと・しごと創生法に基づく、地方版地方創生総合戦略。2020年度改定の次期総

合戦略においては、SDGsの位置づけを明確にし、SDGsの推進に資する計画とする。 

 

４．富田林市多文化共生推進指針（改訂版） 

 さまざまな国籍や文化的ルーツを持った市民が共に暮らすことのできるまちをめざす多

文化共生推進指針については、2019年度内の改定を予定しているが、SDGsを明記する

とともに、その要素を反映させたものとする。 

 

５．富田林市観光ビジョン 

 今後の観光事業の方向性や在り方を示す観光ビジョンについては、2019年度内の策定

を予定しているが、SDGsを明記するとともに、その要素を反映させたものとする。 

 

※その他個別計画についても策定・改定等のタイミングで反映させる 
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（２）行政体内部の執行体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市長を本部長とし、副市長、教育長、全部長を構成員とする「富田林市 SDGs推進本部」

を設置する。市長のリーダーシップによる推進力により、各部局で取り組む SDGsの取組

を進め、庁内の横断的な連携についての調整も行うとともに、本市における各種審議会・

委員会等とも連携を行い、SDGsの取組を加速する。また、本市における SDGsの取組に

関して、定量的な指標を設定のもと、PDCAサイクルに基づき、進捗状況を評価し、改善に

つなげる。 

 

 

（３）ステークホルダーとの連携 

 

１．域内外の主体 

 本市では、2019年 10月に市民と企業・団体と行政が幸せになるプラットフォームとして、

「富田林市公民連携デスク」を設置し、公民連携に係るワンストップ窓口として、開設以降

様々な企業等との対話を進めており、既に複数のステークホルダーとの間で公民連携協

定の締結に至っている。今後においても公民連携デスクを窓口として、多様なステークホ

富田林市 SDGs 推進本部 

 

 

 

 

 

構成員：市長（本部長）、副市長、教育長、全部長 

役 割：全市的な SDGsの推進に向けた意思決定や進捗

状況についての評価を行う 

事務局：政策推進課 

各種審議会・委員会等 

 

 

 

 

                                 など 

地域福祉推進 

委員会 

市民公益活動推進

と協働のための 

市民会議 

環境保全審議会 

連携 
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ルダーとの対話を通じて、様々な形態の課題解決スキームを創出し、社会課題の解決に

つなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 また、住民や NPO等との連携については、富田林市市民公益活動支援センターによる

ネットワークの活用、校区交流会議等を通じて協働を進める。 

 

２．国内の自治体 

 本市では、近隣市町村（河内長野市・大阪狭山市・太子町・河南町・千早赤阪村）との間

で、地方自治法に基づく機関の共同設置（福祉分野・まちづくり分野）や職員の共同設置

（公害規制分野）等を行うほか、太子町・河南町・千早赤阪村からの事務受託（消防事務

等）などの広域連携を実施している。また、広域連携の効果的な実施について検討を行う

ため、南河内広域連携研究会を組織しており、本スキームを活用し、各分野における近隣

自治体との連携を進める。 

関西 SDGsプラットフォームや地方創生 SDGsプラットフォームにも参画しており、大阪

府が立ち上げる予定の「大阪府 SDGsネットワーク（仮称）」にも参画する予定である。これ

らのネットワークを有効活用し、国内自治体との連携を進めるとともに、東日本大震災以

降、連携のパートナーとなっている岩手県大槌町とのネットワークも活かす。 

 

３．海外の主体 

大阪府が立ち上げる予定の「大阪 SDGsネットワーク（仮称）」に参画し、海外とのネット

ワークを持つ主体（JETRO等を想定）を通じた海外の主体との連携を進める。 

 

（４）自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等 

 本市の SDGsモデル事業においては、SDGsをキーワードにしたあらゆる主体とのマル

チパートナーシップ及び民間資金を地域に還流する SDGs金融の仕組みにより、行政から

のリソース投入を必要とせず、経済・社会・環境の三側面が、市民や民間企業の力により、

自律的に好循環させることができる。 

 本スキームを実装していくうえで、以下の３点に特に注力し、SDGsの推進を通じた自律

的好循環を形成していく。 

 

【公民連携デスク設置（2019年 10月）以降に協定を締結した企業等】 

一般社団法人富田林青年会議所、ダイドードリンコ株式会社、日本電子計算株式会社、 

一般社団法人ＦＣ大阪スポーツクラブ、株式会社ジェイコムウエスト南大阪局、 

株式会社オゼキ（日本マクドナルド FC法人）、菊水警備保障株式会社、 

明治安田生命保険相互会社、大阪大谷大学・富田林医師会・アルケア株式会社 
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１．公民連携デスク 

「市民と企業・団体と行政が幸せになるプラットフォーム」をテーマに、公民連携に係るワ

ンストップ窓口として、2019年 10月に設置。対話を通じて、多様なステークホルダーとの

WIN-WINの関係による課題解決スキームを構築していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．SDGsパートナーシップ制度 

経済・社会・環境の各分野で、SDGs と地域に貢献する取組を実践している企業や団

体、市民、学生グループ等に対し、市独自で認証・表彰する「富田林市 SDGsパートナーシ

ップ制度（仮）」を、2020年度中に構築する。本制度については、SDGsに貢献する企業・

団体等への付加価値創出を目的とした第一認証（簡易認証）と、金融支援や市助成制度

の支給条件として事業内容を精査する第二認証（事業認証）の二段構成とする。 

 

３．SDGs金融 

 SDGsパートナーシップ制度における第二認証のインセンティブとして、特に優良な取組

に対し、金融機関との連携協定による SDGs金融制度の運用を開始する（認証企業・団体

へ利子優遇を行う ESG融資や、手数料収入の一部を付与する SDGs私募債の構築を予

定）。 

 

  



19 

 

 

 

 

 

2.1 自治体 SDGsモデル事業での取組提案 

（１）課題・目標設定と取組の概要 

 

（自治体 SDGsモデル事業名） 

 富田林発！「商助」によるいのち輝く未来社会の実現プロジェクト 

 

 

（課題・目標設定） 

ゴール３、ターゲット３，４ ３，７ ３，８ 

 市民をはじめ、企業・団体等のあらゆる主体としての「ひと」が健康になることで、社会・経

済・環境を包括する「まち」自体の健康を底上げする仕組みとするため、「健康」を本モデル

事業の最上位目標として設定する。 

 

ゴール 17、ターゲット 17，14 17，17 

統合的取組と経済・社会・環境の三側面を一体的に進めていくため、市と、企業・団体・

大学・市民等の民間ステークホルダーとのマルチパートナーシップを共通のキーワードとし

て、これまでの「自助」「互助」「共助」「公助」に加え、新たな「商助」による持続可能な事業

推進をめざす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．自治体 SDGsモデル事業 （特に注力する先導的取組） 
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（取組概要）※150文字 

 「富田林市産官学医包括連携協定（TOMAS）（※）」を核に、民間主体による有償型健康

事業等（いのち輝く“まちまるごと”健康プロジェクト）を展開し、三側面を支える「ひと」の健

康を増進するとともに、市独自の公民連携デスクとパートナーシップ制度の活用により、統

合事業及び三側面の取組の底上げと加速化を図る。 

 

 

※富田林市産官学医包括連携協定（TOMAS）： 

地域社会における健康・医療・介護の向上に寄与し、地域住民の健康寿命の延伸を目的

に、富田林市（Tondabayashi City）・大阪大谷大学（Osaka Ohtani University）・富田林医師

会（Medical Association）・アルケア株式会社（Alcare）の 4者により、2019年 11月に締結

した包括連携協定（TOMASはぞれぞれの頭文字から）。 
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（２）三側面の取組 

① 経済面の取組：「健康」をキーにした産業の創出と活性化 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２，３ 

 

 

８，３ 

８，５ 

 

９，２ 

９，５ 

 

12，１ 

12，４ 

指標：ウェルネストレイルによる新たな消費額 

現在（未実施）： 

- 

2022年： 

1,800千円 

指標：SDGs金融による支援件数 

現在（未実施）： 

- 

2022年： 

６件 

 

①－１ 歴史・自然・食などの地域資源をつなぐ「ウェルネストレイル」事業 

 2019年度中に策定する「富田林市観光ビジョン」に基づき、歴史資源（富田林寺内町・

楠木正成所縁の寺社等）と自然資源（農業公園サバーファーム・里山等）、市特産品

の海老芋や、生産量が府内一番のなす・きゅうりをはじめとする農産物、寺内町の古

民家カフェなどの個性的な地域店舗、緑豊かな多くの都市公園を有するニュータウン

としての立地特性など、市内に“点”在する本市の資源を“線”で結ぶ域内のウォーキ

ングトレイルを確立する。 

 トレイル事業の企画にあたっては、富田林市観光協会や地域イベント実行委員会、市

内商業者・農業者、電鉄会社、大学等の関係者と、DMOなども見据えた連携・協力体

制を構築するとともに、それら連携体を事業主体とした有償型事業を基本とすること

で、参加費を原資とした持続可能な事業展開につなげる。 

 事業 PRにあたっては、市公式ウェブサイトや SNSの活用はもちろん、2020年度に作

成する新たな観光マップへ掲載し、職員の出張・渉外時による積極的な配布に加え、

観光協会や電鉄会社（近鉄・南海）、バス会社、市内大型商業施設、地域店舗、市外

ホテル等と連携したプロモーションにつなげるなど、市内外へ広く周知し参加者を募集

する。また、一般社団法人日本ウォーキング協会へのアプローチなど、市外を含めた

健康活動団体への重点的な PRについても、その手法を検討し実践する。 

 また、新たなトレイルリーダーの養成やスポーツ推進委員連絡協議会、「あるこうかい

富田林」等の市民グループとの連携により、ガイドも含めた参加者の健康増進はもち
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ろん、定期的な事業開催と、「じないまち四季物語」（※）や地域店舗によるバルイベン

ト等と連動することで、年間通じてコンスタントに事業が実施されている環境を構築し、

インバウンドを含む誘客獲得と観光振興、地元食材の消費をはじめとする経済・産業

活性化、ニュータウン地区の活性化等にも効果を波及させる。 

 さらに、2021年度以降で、環境面の改善として、市で管理する歩道等のトレイル環境

整備や案内標示設置等のハード整備を行うことで、事業企画の充実と参加者の拡大

につなげる。 

 将来的には、近隣市町村との連携のもと、市域外の資源を効果的に組み入れた南河

内広域トレイルの形成も視野に入れる。 

 

※じないまち四季物語： 

大阪府内で唯一の伝統的建造物群保存地区に選定されている、富田林寺内町を舞台に

開催される四季折々のイベント。春の「じないまち雛めぐり」、夏の「寺内町燈路」、秋の「後

の雛まつり」、冬の「新春・初鍋めぐり」の年４回開催される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①－２ SDGs金融による地域産業・地域貢献事業のさらなる活性化と自走化 

 経済・社会・環境の各分野で、SDGs と地域に貢献する取組を実践している企業や団

体、市民・学生グループ等に対し、市独自で認証・表彰する「富田林市 SDGsパートナ

ーシップ制度（仮）」を、2020年度中に構築する。 
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 「富田林市 SDGsパートナーシップ制度（仮）」については、SDGsに貢献する企業・団

体等への付加価値創出を目的とした第一認証（簡易認証）と、金融支援や市助成制

度の支給条件として事業内容を精査する第二認証（事業認証）の二段構成とする。 

 第二認証のインセンティブとして、企業・団体等の活動を資金面で支え、さらなる活性

化と自走化につなげるため、特に優良な取組に対し、金融機関との連携協定による

SDGs金融制度の運用を開始するとともに、積極的な情報発信によるロールモデルの

横展開を図る。 

 特に、認証企業・団体へ利子優遇を行う ESG融資や、域外の投資を引き込み、手数

料収入の一部を付与する SDGs私募債の構築を予定している。 

 

①－３ 地域企業に向けた健康経営の普及促進 

 2020年 2月に締結した明治安田生命保険相互会社との連携協定に基づき、市内企

業を対象とした「健康経営普及促進」事業を展開する。 

 具体的には、従業者数の多い市内製造業や医療・福祉事業者をはじめとした、事業

者対象の経営セミナーの開催と、市内従業員や働く世代の市民を対象にした働き方

改革・女性活躍等を考えるワークショップなど、経営者と従業員の双方から心身両面

の健康化へのアプローチを行うことで、企業経営の健全化・活性化に加え、従業員の

健康増進、企業内での女性活躍、地域貢献事業（CSR）の促進や企業活動における

共通価値の創造（CSV）など、経済面のみならず社会・環境面にも波及する効果の創

出につなげる。 

 また、健康経営に取り組む事業者が各地域で創出されることで、ウェブサイトでの公

表等を通じて市がプラットフォームとなり、事業者間を“線”で結ぶ「もう一つのウェルネ

ストレイル」の構築をめざし、民民連携の促進や優良事例の横展開を図る。 

 

①－４ パートナーシップ制度によるものづくり企業への支援充実 

 「富田林市 SDGsパートナーシップ制度」を通じて、SDGsに貢献するものづくり企業へ

の付加価値創出や機運醸成、さらなる民民連携の促進につなげるとともに、その中

で、新たな技術開発や設備投資に取り組む企業を支援するため、既存の「富田林市も

のづくり技術推進事業補助金」制度において、補助対象条件にパートナーシップ認証

企業を加えることで、ものづくり企業の新たなチャレンジを促進し、企業による SDGs

のビジネス展開を加速化する。 

 

（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：32,280千円 
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② 社会面の取組：健康寿命の延伸と増進型地域福祉の実現 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 

 

３，４ 

３，７ 

３，８ 

 

４，４ 

４，７ 

 

12，３ 

12，５ 

指標：「商助」による健康拠点数（健康事業実施事業者数） 

現在（未実施）： 

- 

2022年： 

６ヵ所 

指標：「商助」による健康事業のべ参加者数 

現在（未実施）： 

- 

2022年： 

2,500人 

指標：健康事業の学生講師ののべ派遣人数（実学経験者数） 

現在（未実施）： 

- 

2022年： 

250人 

 

②－１ 医療・介護連携による地域包括ケアの実現 

 医療・介護連携をキーとした TOMAS連携事業の展開により、 これまでの「自助」「互

助」「共助」「公助」に加え、事業者の参入による「商助」の仕組み構築により、三側面

を支える市民が、いくつになっても安心して健康的に暮らし活動できる基盤として、“富

田林版”地域包括ケアシステムの一層の強化・深化をめざす。 

 

②－２ 健康エクササイズやロコモ予防事業の展開と世代間コミュニケーションの活性化 

 大阪大谷大学スポーツ健康学科のカリキュラムに TOMAS連携事業を位置付けのう

え、学生を講師として登用し、地域の事業者（店舗や福祉施設等）が主催する健康エ

クササイズやロコモ予防事業を市域全域で展開することで、無関心層も含めた市民の

健康活動をさらに促進するとともに、学生においては実学経験の機会とすることで、地

域をフィールドにしながら、まちづくりの担い手となる次世代の育成を進める。 

 また、若者（学生）登用が新たな世代間交流やコミュニケーション創出の呼び水になる

とともに、健康活動を契機に、集いの場として地域内コミュニティのさらなる活性化に

つなげる。（写真は 2019年に実施したパイロット事業の様子） 

 

 

 

 

 

②－３ 「スポーツ」と「食」を切口とした多世代健康教育事業 

 2020年度の市制施行 70周年を契機に、「スポーツ健康都市」をまちづくりのスローガ
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ンに加え、市民誰もがスポーツを楽しみ、健康で元気に暮らせるまちづくりをめざす。 

 そのような中、オリックス・バファローズとの連携により、2012年から継続している、市

総合スポーツ公園（富田林バファローズスタジアム）を会場としたプロ野球ウエスタン・

リーグ公式戦「ドリームフェスティバル」を引き続き開催する。 

 また、2019年 12月に締結した一般社団法人 FC大阪スポーツク

ラブとの包括連携協定により、プロサッカー選手による子どもたち

への地域サッカー教室を引き続き展開するとともに、スポーツを介

して世代間交流と地域コミュニティの活性化につながる新たな機会

創出に向けて検討を進める。 

 さらに、大阪ガス株式会社との連携により、小中学生を対象に、「買い物→調理→食

事→片付け」という食に関する一連の行動の中で、食やエネルギーを大切にする、ゴ

ミを減らす、水を汚さないなどの環境問題と関連付けて学びながら調理体験を行う「エ

コ・クッキング」事業について、実施に向けた調整・検討を進める。 

 加えて、2020年２月に締結した、大阪府内初となる日本マクドナルド株式会社 フラン

チャイズ法人 株式会社オゼキとの包括連携協定に基づき、環境保全、地域活性化、

雇用促進、防災・防犯、スポーツ推進等、幅広いメニューの中で、

公民連携による地域課題の解決に向けた取組を進める。 

 特に 2020年度においては、株式会社オゼキの企画・運営により、

幼稚園・保育園、放課後こども教室等で、子ども達や地域住民が、

食育や食品ロスについて学ぶ機会を創出する。 

 

②－４ “増進型地域福祉”実現のための「校区担当職員」制度の実施 

 地域住民が理想のまちの姿を描き、その実現に向けたバックキャスティングにより、市

民主体の地域活動を進める“増進型地域福祉”の実践に取り組むことで、SDGsのア

プローチを市民活動に展開する。 

 具体的には、地域住民や民生委員等の参加と、社会福祉協議会との連携により、

2016年度から進めてきた「校区交流会議」において、2020年度から「校区担当職員」

を新たに派遣することで、行政との連携強化による事業の一層の推進につなげる。 

 「校区担当職員」制度については、小学校区単位で地域を担当する市職員を任命し、

市と地域のパイプ役として、地域活動の企画・運営面における課題把握や各種行政

支援メニューの紹介、さらなる住民参加やコミュニティ活性化等の支援を行う。 

 また、2021年度以降には、地域活動の拠点として学校施設等の整備・活用について

検討を進める。 

 

（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：346,810千円 
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③ 環境面の取組：健康増進のためのエコロジータウンの形成 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７，１ 

７，２ 

 

11，２ 

11，３ 

11，６ 

11，a 

 

12，４ 

 

13，１ 

 

14，１ 

 

指標：公共交通（路線バス・コミュニティバス）利用者数 

現在（2019年３月）： 

2,317千人 

2022年： 

2,494千人 

指標：水力発電による CO₂延べ削減量 

現在（未実施）： 

- 

2022年： 

540t 

指標：家庭用燃料電池・太陽光発電システムの設置補助交付件数 

現在（2019年３月）： 

157件 

2022年： 

261件 

 

③－１ 地域連携サポートプランと市民参加による新たな地域公共交通の実践 

 2019 年８月に締結した近畿運輸局との「地域連携サポートプラン」協定に基づき、

2020年度夏頃を目途に、電鉄会社（近鉄・南海）や、バス会社（近鉄・南海・金剛）との

ヒアリング・現地調査の実施により、本市の地域課題・地域特性を踏まえた公共交通

のあり方を提案書としてまとめる。 

 サポートプラン提案書を踏まえ、2021年度以降に、市と交通事業者、有識者等が参画

する「富田林市交通会議」による「（仮）富田林市地域公共交通計画」を策定し、交通

不便地域の解消と自家用車に頼らない新たな公共交通網の形成に向けた方針を明

確にする。 

 あわせて、従来からの住民参加による地域単位の公共交通勉強会を継続しながら、

2020年度は交通不便地域（藤沢台七丁目地域）において、乗り合いタクシー等の地

域公共交通の試験運行を実施し、2021年度以降の本格稼働をめざすとともに、それ

をモデルとして他地域（彼方上地区等）への展開についても検討を進める。 

 2021年度以降において、立地適正化計画の策定に向けた取組の中で、「歩いて回れ

る、楽しめるまち（ウォーカブルタウン）」の構築に向けた企画・検討を進めるとともに、

「ウェルネストレイル」事業との連携についても検討を行う。 
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③－２ 配水池設置型の小水力発電事業の新規実施 

 2019年４月に締結した株式会社ＤＫ-Ｐｏｗｅｒとの連携協定により、2020年度に、市有

配水池（上原減圧水槽）近くの送水管に民間発電機器を設置し、落差の自然圧による

小水力発電事業を実施する。 

 「場所貸し」スキームの協定により、市の費用負担はゼロ、かつ売電収益の一部と固

定資産税による歳入確保や既存ストックの価値向上にもつなげながら、未利用エネル

ギーの活用と脱炭素化による環境面への貢献にもつなげる。さらに、機器設置や保守

管理においては、株式会社ＤＫ-Ｐｏｗｅｒから積極的に地元企業へ委託・発注すること

で、地域の雇用促進等の経済効果も創出する。 

 2020年度から順次運用を開始するとともに、2021年度から、新たに金剛東配水池へ

の設置に向けた企画・設計を進めるとともに、地域における防災対策としての電力活

用についても検討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（小水力発電事業スキーム） 



28 

 

③－３ 「とんだばやしプラスチックごみゼロ宣言」の取組 

 2019年６月 21日に公表した「とんだばやしプラスチックごみゼロ宣言」に基づき、市内

小売業者（スーパー等）と連携協定を締結し、レジ袋廃止やエコバック推奨等の普及

啓発事業を進めるとともに、連携店舗を拡大することで、市域全体での機運醸成やプ

ラごみの削減に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③－４ 「家庭用燃料電池設置補助」や「太陽光発電システム設置補助」事業による低炭素

化の推進 

 公民連携デスクや SDGsパートナーシップ制度を活用し、住宅メーカーや不動産事業

者との連携を進め、住宅購入時等において、「家庭用燃料電池（エネファーム）設置補

助」や「太陽光発電システム設置補助」の周知・利用促進を強化することで、富田林発

の低炭素化を加速させる。 

 

（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：47,214千円 
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（３）三側面をつなぐ統合的取組 

（３－１）統合的取組の事業名（自治体 SDGs補助金対象事業） 

 

（統合的取組の事業名） 

いのち輝く“まちまるごと”健康プロジェクト 

 

（取組概要）※150文字 

 「富田林市産官学医包括連携協定（TOMAS）」に基づき、①「商助」による持続可能なエコ

システム構築事業、②学生派遣による実学経験事業、③健康・環境×SDGs普及啓発事

業を連動させながら実施する。また、公民連携デスクと SDGsパートナーシップ制度を活用

することで、新たな連携と付加価値創出、事業の加速化・活性化を図る。 

 

（事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：30,295千円 

 

（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫） 

 TOMAS連携を核に、後述する①から③の３事業を効果的に連動させながら展開する

「いのち輝く“まちまるごと”健康プロジェクト」により、まちづくりの担い手となる全市民

の健康を増進するとともに、新たな担い手として、若者人材の育成及び民間事業者の

参入促進により、三側面全体の底上げと最適化につなげる。 

 また、市民の健康増進による社会面の「健康」はもちろん、「商助」をテーマにした健康

分野への民間参入により、新たなヘルスケア産業を創出する経済面の「健康」、低炭

素化や地域公共交通の取組による自然環境と住環境の両面における環境面の「健

康」と、三側面を包括して“まちまるごと”健康化をめざす。 

 この富田林発の新たな健康プロジェクトについては、市内の「健康」増進はもちろん、

大阪府が策定した「いのち輝く未来社会」をめざすビジョン（2018策定）のコンセプト

や、2025年に開催される大阪・関西万博の「いのち輝く未来社会のデザイン」のテー

マを捉え、その実現に向けたオール大阪の取組を、富田林市として積極的に推進する

ものである。 

 さらには、公民連携デスクと SDGsパートナーシップ制度による連携促進や付加価値

創出を組み合わせることで、統合的取組の加速化はもちろん、三側面それぞれの取

組についても加速化・深化につなげる。 

 

 

 

 

富田林市 

公民連携デスク 

富田林市 SDGs 

パートナーシップ制度 

（2020年度構築） 
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「いのち輝く“まちまるごと”健康プロジェクト」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①「商助」による持続可能なエコシステム構築事業 

 市民の健康増進・健康寿命延伸に向けた取組を社会的・経済的に持続させるため、こ

れまでの「自助」「互助」「共助」「公助」に加わる新たな支え合いの仕組みとして、「商

助」をキーワードに掲げ、市内の様々な事業者の参入による健康拠点の量と質の拡

大を図るとともに、ヘルスケアビジネスモデルの構築・実践による新たなエコシステム

の構築をめざす。 

 具体的には、アルケア株式会社と市との連携により、地域の事業者（店舗や福祉施設

等）を対象に積極的な広報と働きかけを行い、事業者の主体により場の提供と事業企

画につなげることで、市域内に複数の健康拠点を設置し、住民が買い物や外食等の

身近な日常生活の中で出会い、気軽に参加できる健康事業（健康エクササイズ・ロコ

モ予防事業）を展開する。 

 事業実施にあたっては、有償型（ビジネス化）とすることで、事業収益による持続可能

な事業展開のスキームとする。 

 健康プログラムについては、若い世代の運動不足解消やメタボ予防の健康エクササ

イズをはじめ、「高齢者のための統合ケア（ICOPE）」視点を踏まえた筋骨格系にアプ

ローチするロコモ予防体操を予定しており、メソッド確立のため、2019年６月から 11

月にかけてパイロット的に実施した「あすラクからだ教室＠大阪大谷大学」（※）によ
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り、すでに実証を行っている。 

 また、医師会による医学的観点からの監修によるプログラム提供と、「②学生派遣に

よる実学経験（PBL）事業」で示すとおり地域の学生が講師となることで、新たな世代

間交流や地域コミュニティの活性化に効果を波及させる点で、他の民間サービスには

ない独創的な事業とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに、健康活動に関心の薄い若者世代や働く世代へアプローチするため、当該世代

が集まる市内の飲食店や商業施設、スーパー銭湯等での実施に展開するなど、世代

やニーズ等、TPOに応じた柔軟な企画とし、各分野の担い手となる市民全体の健康

を増進し、三側面全体の底上げや全体最適化につなげる。 

 SDGs補助事業としては、市民の身近な場所として公共施設（公園、スポーツ・健康施

設等）や民間施設（店舗等）に、医師会とアルケア株式会社の監修による健康器具の

設置など、健康活動の拠点としての整備を行う。 

 

 

（※）あすラクからだ教室＠大阪大谷大学： 

 TOMAS連携協定締結前のパイロット事業として、2019年６～11月の期間で、大阪大谷

大学を会場として、富田林医師会監修のプログラムを大谷大学生が習得し、14名の参加

者を対象にロコモ予防等の健康運動を実践した（3,000円/人の参加費受領）。実証効果と

して、４か月以上参加した市民の 72%に下肢筋力の向上傾向が見られた。また、2019年

11月 23日に開催された健康市民フォーラムに出展し、参加者へのロコモ度テストを実施

した結果、高齢者だけではなく、65歳未満の世代においても、その 54%がロコモ度１以上に

該当していることが判明した。（これらの取組については、大阪大谷大学内に設置した倫理

委員会で審査・承認されている。） 
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②学生派遣による実学経験（PBL）事業 

 パイロット実施した「あすラクからだ教室＠大阪大谷大学」の効果検証に基づき、「①

「商助」による持続可能なエコシステム構築事業」の健康エクササイズやロコモ予防の

講師として、大阪大谷大学スポーツ健康学科等の学生派遣を本格実施することで、健

康活動の普及はもちろん、学生にとっての実学経験（PBL：Project Based Learning）の

機会とするとともに、地域における世代間交流の促進にもつなげる。 

 SDGs補助事業としては、健康分野における有識者や企業人材の招聘により、講師デ

ビューに向けた指導方法の習得はもちろん、健康事業における“経営・運営”手法につ

いても学習できる学生人材育成事業を実施し、単なる実学経験に留まらず、医療・介

護・健康分野をはじめとする地域での起業や就労促進につなげる。 

 また、2020年度に「ふるさと富田林応援団（仮）」登録制度を構築し、市外在住ながら

富田林市に縁があり、市の様々な分野において貢献されている方を認証・登録し、市

外から持続的に富田林市を応援していただく仕組みとする。この中で、本事業に参加

する学生を応援団登録することで、卒業後においてもまちとの関係性を維持し、社会・

経済・環境の各分野で、地域やひとを応援する「関係人口」としての活躍につなげると

ともに、地域とのつながりやシビックプライドの醸成による、将来的な定住や地域での

就労促進につなげる。 

教室を運営する大阪大谷大学の学生たち 
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③健康・環境×SDGs普及啓発事業 

 SDGs補助事業として、下記の一連の事業を実施する。 

 SDGs理念の普及啓発を目的とした市民参加のカードゲーム型研修事業 

 地域資源を活用し、健康・環境分野をメインテーマとした「富田林版 SDGsモデ

ル事業」を生み出すため、市民・職員合同のアイデアソン事業 

 その他、地域事業者、団体、学生、域外企業、関係人口等の様々なステークホ

ルダーを対象としたモデル事業のアイデア募集 

 SDGsパートナーシップ制度認証団体をはじめ、市に縁のある企業・団体・市民

等の参加を広く募るイベント事業（シンポジウム）を実施。 

 イベント事業（シンポジウム）については、アイデアソン・アイデア募集のコンテスト機会

とするとともに、すでに活躍している地域企業・団体等による活動発表、参加者同士の

マッチング機会等のメニュー構成により、イベント自体を様々なステークホルダーが会

するプラットフォームの場とし、SDGs推進の機運醸成と、三側面を底上げするロール

モデルの横展開、民民連携の創出による新たなイノベーション創出につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

2016年度から発展的に継続しているワークショップ型

市民会議等の機運醸成も活かしながら、市民参加によ

る SDGs推進をさらに加速化する。 
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（３－２）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

（３－２－１）経済⇔環境 

（経済→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：SDGsパートナーシップ制度における環境分野の登録数 

現在（未実施）： 

- 

2022年： 

６件 

 

 TOMAS連携による健康事業の展開により健康市民が増えることで、トレイルリーダー

や「あるこうかい富田林」といった経済面の「ウェルネストレイル」事業の担い手が増加

し、インバウンドを含む交流人口の獲得や地域消費による経済面を押し上げるととも

に、さらなる事業活性化に向けた歩道整備や緑化推進、案内看板設置等、トレイル周

辺を中心とした環境面の整備・改善につなげる。 

 「商助」をテーマに掲げた健康事業への参入事業者や、SDGsパートナーシップ認証

企業等に対し、金融機関との連携による SDGs金融支援をはじめ、明治安田生命保

険相互会社との連携による健康経営支援、「富田林市ものづくり技術推進事業」によ

る助成等のインセンティブ策により、地域貢献事業（CSR）や共通価値の創造（CSV）に

取り組む地域企業や団体を増やすことで、エシカル消費の普及や環境貢献事業の促

進・活性化につなげる。 

 

（環境→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：年間商品販売額 

現在（2016年）： 

977億円 

2022年： 

1,100億円 

 

 「いのち輝く“まちまるごと”健康プロジェクト」における「③健康・環境×SDGs普及啓

発事業」と、SDGsパートナーシップ制度を活用し、環境分野で活躍する企業や地域産

品の生産者等について、市がプラットフォームとなりながら積極的に情報発信すること

で、ロールモデルの横展開や民民連携によるイノベーション創出につなげ、地域産業

のさらなる活性化と新たな雇用創出につなげる。 

 健康事業による健康市民の増加により、地域公共交通における担い手の増加や、脱

自家用車の機運を醸成することで、富田林市の地域特性に応じた新たな地域公共交

通の形成を進め、移動面での課題解消により地域経済のさらなる活性化と好循環に

つなげる。 
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（３－２－２）経済⇔社会 

（経済→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：20代・30代人口比率 

現在（2019年 3月）： 

19.8% 

2022年： 

21.9% 

 

 TOMAS連携による新たなヘルスケア産業を創出し、地域店舗や福祉施設が、健康事

業による新たな収益と、拠点活用の派生効果としての自社サービスの収益増、SDGs

金融による支援等により、持続可能な健康事業を展開することで、「商助」スキームに

より市民の健康増進が加速する。 

 TOMAS連携による市民（従業員）の健康増進に加え、経済面の取組として企業（経営

者）を対象とした健康経営の普及促進を図ることで、従業員の意欲向上や働き方改

革、若者や女性活躍が進むとともに、企業経営の安定化と新たな雇用創出につなが

り、さらには人口流入や若者定着といった、経済面と社会面の発展的好循環を生み出

す。 

 経済面における「ウェルネストレイル」事業の展開により、観光・産業面の振興はもち

ろん、参加者としてもガイド役としても市民が参加することで、地域の魅力に触れなが

ら、ウォーキングによる健康増進、参加者間の新たなコミュニティ醸成、生きがいづくり

といった社会面の効果に波及することで、生涯活躍のまちづくりをより一層進める。 

 

 

（社会→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：年間商品販売額 

現在（2016年）： 

977億円 

2022年： 

1,100億円 

 

 TOMAS連携による「商助」をテーマにした民間参入を進めることで、市民の健康増進

や地域包括ケアの深化につなげながら、有償型健康事業による新たなヘルスケア産

業を創出することで、地域経済の活性化や新たな雇用創出の経済効果につなげる。 

 TOMAS連携事業による健康市民の増加に加え、社会面の取組として、“増進型地域

福祉”による活動市民の増加や、大阪ガス株式会社等との連携による「食」をテーマに

した多世代健康教育事業により、地域食材の消費を促進し、域内消費の活性化につ

なげる。 
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（３－２－３）社会⇔環境 

（社会→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：里山保全活動への参加者数  

現在（2019年 3月）： 

68人 

2022年： 

110人 

 

 TOMAS連携事業により健康市民が増加することで、環境分野における担い手の増加

とともに、健康増進の機運醸成による環境改善意識の高揚を図り、里山保全やアドプ

ト・プログラム等の活動の活性化により、自然・生物多様性の保全に寄与する。 

 「健康・環境×SDGs普及啓発事業」や SDGsパートナーシップ制度を活用し、地域企

業や市民グループによる環境分野の取組を広く周知し、他地域への展開や民民連携

を促進することで、市域全体での環境貢献事業の機運醸成や展開につなげる。 

 健康市民の増加により、地域公共交通の展開と合わせ、自家用車に頼らないまちづく

りを進めることで、省 CO₂・低炭素化に貢献する。 

 大阪ガス株式会社や株式会社オゼキ（日本マクドナルド FC法人）との連携による

「食」を切口とした多世代健康教育事業の展開により、クリーンエネルギーの利用促進

や食品ロス、ゴミ排出抑制等の環境意識を持った次世代の担い手を育成し、市民レベ

ルでの社会の変革を推進する。 

 

（環境→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：地域交通サービスに取り組む団体数 

現在（2019年３月）： 

２団体 

2022年： 

４団体 

 

 TOMAS連携を主とした健康事業と、そのアクセスツールとなる公共交通のあり方につ

いて一体的に検討を進めることで、新たな地域公共交通モデルの形成による不便地

域の課題解決につなげ、市民の健康を支える環境（生活環境）づくりに寄与する。 

 小水力発電や燃料電池等の設置促進により、クリーンエネルギーの利用促進と低炭

素化を進めることで、健康増進環境（エコロジー）づくりに貢献する。また、防災対策と

して水力発電の活用を検討することで、安全・安心な生活基盤の強化につなげる。 

 「ウォーカブルタウン」の構築に向けた検討や取組を進めることで、自動車に頼らない

エコなまちづくりに寄与するとともに、市民の健康増進や地域コミュニティのさらなる活

性化といった社会面の効果につなげる。 
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（４）多様なステークホルダーとの連携 

（統合的取組） 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

大阪大谷大学 
人間社会学部スポーツ健康学科のカリキュラムの一環とし

て、学生を地域の健康事業における講師として派遣する。 

一般社団法人富田林医

師会 

介護予防と医療分野における専門的知見から、健康事業

の提供プログラムの監修を行う。 

アルケア株式会社 
健康事業における全体企画と関係者調整、健康機器を含

めたコンテンツ提供を行う。 

富田林商工会 地域店舗や事業者への広報・調整等を担う。 

地域店舗や福祉施設 
「商助」の仕組みとして、健康事業における活動拠点や事

業実施主体として参画する。 

健康事業参加市民 

自身の健康増進や互助による支え合いに加え、参加費負

担により事業全体の自走化に寄与する。また、活動拠点の

商店等におけるサービス利用（飲食・商品購入等）により、

間接的に地域経済活性化の担い手ともなる。 

 

（三側面の取組） 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

オリックス・バファローズ 
社会面における「スポーツ」の取組として、プロ野球ウエス

タン・リーグ公式戦「ドリームフェスティバル」を開催する。 

一般社団法人 FC 大阪ス

ポーツクラブ 

連携協定により、各事業の広報ツールとなるインターネット

TV「富田林テレビ」の運営協力や、社会面の子どもサッカ

ー教室の展開を行う。 

大阪ガス株式会社 
市との連携により、社会面の「食」をテーマにした多世代健

康教育事業を展開する。 
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株式会社オゼキ（日本マ

クドナルド FC法人） 

連携協定により、社会面の「食」をテーマにした多世代健康

教育事業を展開する。 

明治安田生命保険相互

会社 

連携協定により、経済面の「健康経営普及促進」事業を展

開する。 

富田林市観光協会 
経済面の「ウェルネストレイル」事業をはじめ、観光振興等

の取組において事業展開や市との連携を行う。 

近畿運輸局 
連携協定により、環境面の地域公共交通における「地域連

携サポートプラン」の提案を行う。 

株式会社ＤＫ-Ｐｏｗｅｒ 連携協定により、環境面の小水力発電事業を実施する。 

市内小売業者（調整中） 
連携協定を締結し、環境面における「プラスチックごみゼロ

宣言」に基づくレジ袋廃止等の普及啓発活動を行う。 

住宅メーカー・不動産事

業者 

市との連携により、環境面における「家庭用燃料電池」や

「太陽光発電システム」の設置補助の周知を行う。 

 

（全体） 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

富田林市公民連携デスク

を介した連携事業者（企

業・団体） 

市との連携協定のもと、自社の特性や資源を活かして健康

事業や各分野の取組へ参入・連携し、事業全体の深化・加

速化につなげる。（2020年２月時点で９社） 

富田林市 SDGs パートナ

ーシップ認証事業者（企

業・団体等） 

パートナー認証を契機に、自社の特性や資源を活かして健

康事業や各分野の取組へ参入・連携し、事業全体の深化・

加速化につなげる（予定）。 

金融機関（調整中） 

市との連携協定による SDGs 金融スキームを構築し、健康

事業や三側面の取組に参入する企業や商店・団体等の活

動への金融支援（融資優遇・私募債活用）を行う。 
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（５）自律的好循環の具体化に向けた事業の実施 

（事業スキーム） 

 全国的に例のない、医師会を含めた「富田林市産官学医包括連携協定（TOMAS）」を

核に、拠点整備等の初期投資を除き、民（アルケア㈱）によるコンテンツ提供と、参加

費を原資とした民間事業としての「商助」の仕組みを原則とし、公費に頼らない持続可

能な事業スキームとする。 

 また、「富田林市公民連携デスク」による、市の財政・人的負担を伴わない WIN-WIN

連携の創出と、「富田林市 SDGsパートナーシップ制度」による民間活動への付加価

値や民民連携によるイノベーションを創出することで、モデル事業及び三側面全体の

取組の底上げと加速化につなげる。 

 金融機関との連携協定による金融支援（ESG金融・SDGs私募債等）制度を 2020年

度に構築し、金融機関をハブとすることで域内外からの資金（投融資）を呼び込み、地

域企業や団体を資金面から下支えすることで活動を活性化させ、民間資金の還流に

よる地域経済の活性化につなげることで、雇用創出や産業振興による「ひと」（担い

手）の呼び込みと定着につなげる（地方創生の実現）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（将来的な自走に向けた取組） 

 2020年度においては、初期投資として健康事業の拠点整備と学生人材の育成事業、

普及啓発事業について、地方創生支援事業費補助金の活用を予定しているが、健康

事業の参加者と主体となる民間事業者を増やすことで、当初から参加費と民間資金

による自走可能なスキーム構築を企図している。 
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（６）資金スキーム 

（総事業費） 

 ３年間（2020～2022年）総額：456,599千円 

（千円） 

 経済面の取組 社会面の取組 環境面の取組 
三側面をつな

ぐ統合的取組 
計 

2020年度 5,760 102,270 15,738 30,295 154,063 

2021年度 15,760 122,270 15,738 0 153,768 

2022年度 10,760 122,270 15,738 0 148,768 

計 32,280 346,810 47,214 30,295 456,599 

 

（活用予定の支援施策） 

支援施策の名称 
活用予定

年度 

活用予定額 

（千円） 
活用予定の取組の概要 

地方創生支援事業費補助金

（内閣府） 
2020 30,295 

三側面統合的取組の TOMAS 連

携事業において、健康事業の拠

点整備、人材育成、普及啓発事業

の実施経費として活用予定。 

 

（民間投資等） 

 金融機関による ESG金融または SDGs私債募のスキーム構築を調整中 

 

 

※改ページ 
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（７）スケジュール 

 

  

 取組名 2020年度 2021年度 2022年度 

統
合 

いのち輝く“まちまるご

と”健康プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公民連携デスク 

 

SDGsパートナーシップ

制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

TOMAS連携によ

る事業の全体企

画（～８月） 

①健康拠点事業者の募集（９月以降順次） 

①健康事業の参加者募集・実施 

（12月以降順次） 

②学生育成授業（大学カリキュラム）の募集・実施 

（４月～） 

③普及啓発事業の

周知・参加者募

集・関係者調整

（～11月） 

③事業実施 

（11月） 

③プラットフォーム機能に

よる連携促進・横展開等 

（11月以降順次） 

継続運用 

企画 

（～７月） 簡易認証開始（８月～） 簡易＋事業認証開始（11月～） 

②学生育成授業の実施 

①健康拠点整備 

（10～12月） ①健康事業の参加者募集・実施（自走運営） 

②地域健康事業への学生募集・派遣 

②学生育成事業（補助事業）の募集・実施 

（10月～３月） 

②学生育成授業の実施 
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 取組名 2020年度 2021年度 2022年度 

 

経
済 

①－１ 「ウェルネストレ

イル」事業 

 

 

 

①－２ SDGs金融 

 

 

①－３ 健康経営の普

及促進 

 

 

 

①－４ パートナーシッ

プ制度によるものづくり

企業への支援 

 

   

 

    

関係者との協議によるトレイル

（ルート）企画（～９月） 

新観光マップ作成（～３月） 

トレイル事業に向けた関係者調整

（11月～３月） 

トレイル事業の実証実施 トレイル事業の本格実施 

関係機関との協議・企画 

（～９月） 
商品化調整・広報 

（～11月） 

運用開始 

（12月以降順次） 

連携企業との協議・

企画（～６月） 

（～６月） 

参加企業の募集等 

（～９月） 
健康経営セミナー等の随時開催 

（10月以降） 

新制度案の企画・要綱改正等（～３月） 

周知 

募集 新制度運用開始（受付・審査・補助支給等） 

関係機関の構築 

「もう一つのウェルネストレイル」

構築による民民連携等の加速化 

新観光マップ配布 
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 取組名 2020年度 2021年度 2022年度 

社
会 

②－１ 地域包括ケア

の実現 

 

 

 

②－２ 健康エクササイ

ズやロコモ予防事業 

 

 

 

②－３ 「スポーツ」

「食」の多世代健康教

育事業 

 

 

 

②－４ 「校区担当職

員」制度 

 

 

   

地域包括支援センターの運営や地域ケア会議の実施（継続） 

TOMAS連携によ

る健康事業企画

（～８月） 健康事業の実施（拠点・参加者募集、事業開催）（９月以降順次） 

TOMAS連携によ

る健康事業企画

（～８月） 

地域サッカー教室やエコ・クッキング事業等（連携企業との調整により、随時開催） 

㈱オゼキとの 

協議・企画 

（～６月） 

事業周知・実施機関（場所）の募集（６月以降順次） 

㈱オゼキによる「食」を学ぶ機会の実践（８月以降随時） 

制度企画・担当

職員研修 

（～５月） 

校区交流会議への職員参加（５月以降順次） 

校区連携調整会議及び増進型地域福祉推進会議（随時開催） 

校区担当職員制度の本格（通年）稼働 

学生育成授業・事業の募集・実施（４月～） 

健康事業の実施（拠点・参加者募集、事業開催）（９月以降順次） 

地域健康事業への学生募集・派遣 
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 取組名 2020年度 2021年度 2022年度 

環
境 

③－１ 新たな地域公

共交通の実践 

 

 

 

 

 

 

③－２ 小水力発電事

業の実施 

 

 

③－３ 「とんだばやし

プラスチックごみゼロ宣

言」の取組 

 

③－４ 「家庭用燃料電

池設置補助」「太陽光

発電システム設置補

助」事業による低炭素

化の推進 

   地域サポートプ

ランによる提案

策定（～８月） 

地域公共交通計画策定に向けた検討・

関係者調整（～３月） 

地域公共交通計画の策定（予定） 

立地適正化計画の策定（予定） 

地域公共交通に係る地域勉強会（継続） 

地域公共交通（藤沢

七）の企画・調整 

（～９月） 地域公共交通（藤沢七）の試験運行（～３月） 

地域公共交通（藤沢七）の本格運行 

他地域への展開検討 

上原減圧水槽への発電機設置（発電開始）（４月～） 

金剛東配水池への発電機設置に向けた検討・設計 

防災対策面での電力活用検討 

地域小売業者

との連携協

定・取組企画 

（～６月） 連携協定による普及啓発事業（６月以降随時） 

新たな連携創出・事業の横展開 

広報・受付・補助支給（随時） 



2020年度 SDGs未来都市全体計画提案概要（提案様式２） 

提案全体のタイトル： SDGsを共通言語としたマルチパートナーシップによる“富田林版”いのち輝く未来社会のデザイン 提案者名：大阪府富田林市 

全体計画の概要： 

人口減少・少子高齢化等に起因する厳しい市財政状況や地域の担い手不足等の課題に対し、従来型の取組から一歩踏み込んだ仕組みとして、公民連携・民民連携をキーと

したマルチパートナーシップを創出し、地域リソースを効果的に活用した、富田林発の市民とまちの「健康」増進を進める。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

２
．
自
治
体S

D
G

s

の 

推
進
に
資
す
る
取
組 

 

１
．
将
来
ビ
ジ
ョ
ン 

・人口減少・少子高齢化（29.9%）傾向が続く中、20・30歳代の若年層の転出超過が顕

在化しており、各分野の担い手不足や地域コミュニティの衰退が課題となっている。 

・2025年関西万博のインパクトもある中、富田林版 SDGs取組方針に基づき、SDGs

の実現に向けた地域実装に取り組む好機を迎えている。 

「いのちが輝き みんなで理想を追求する 魅力と活力あふれるまち富田林」を

あるべき姿とし、あらゆる主体としての「ひと」の「健康」づくりや、マルチパートナ

ーシップによる増進型社会の実現、域内外の人々に訴求できる魅力・活力があ

ふれるまちの実現をめざす。 

・マルチパートナーシップによる取組の展開（17） 

・民間資金の還流による市場の活性化や、企業の経営改善、雇用機会拡大による持続可能なまちの形成（８・９） 

・「ひと」の健康増進や増進型社会の推進、子どもたちへの ESD教育等による次代の人材育成（３・４） 

・健康的な生活や活動が可能となる社会構築とともに、豊かな自然を次世代へ継承（12・13） 

①マルチパートナーシップによるまちづくり 

②新しい人の流れを生む魅力の発信と愛着の醸成 

③未来への希望を育む子育て・教育 

④みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らしづくり 

⑤魅力のあふれるまちのにぎわいづくり 

⑥安全・安心で美しく快適なまちづくり 

・パートナーシップによる公費負担の抑制や、事業

のビジネスモデル化、SDGs金融等の仕組みは、他

の自治体に対しても高い普及性を有する。 

・本市モデル事業の積極的な情報発信、公民連携

パートナーによる情報発信、他地域での富田林版ス

キームの横展開等により普及展開を図る。 

・市ウェブサイトや SNS、「富田林テレビ」の活用。 

・大学連携による研修事業や、市コミュニティバスへ

の SDGs吊革設置など、様々な理解促進策。 

・市制 70周年事業との連動による普及啓発。 

・関西及び地方創生 SDGsプラットフォームの活用と

「大阪 SDGsネットワーク（仮称）」への参画。 

情報発信 普及展開性 自治体ＳＤＧｓに資する取組 

３
．
推
進
体
制 

SDGs をキーにしたあらゆる主体とのマルチパートナーシップ（下記 1及び 2）と、SDGs金融（3）の仕組みにより、経済・社会・環境の三側面において、行

政からのリソース投入を要せず、市民や民間企業の力による自律的好循環につなげる。 

１．公民連携デスク：公民連携に係るワンストップ窓口を設置（2019年 10月）。多様な主体との WIN-WINの関係による課題解決スキームを構築する。 

２．SDGsパートナーシップ制度： SDGsに貢献する企業や団体等に対し、市独自で認証し、付加価値創出や民民連携の促進につなげる。 

３．SDGs 金融：SDGs パートナーシップ認証のインセンティブとして、特に優良な取組に対し、金融機関との連携協定による SDGs 金融制度（ESG 融資・

SDGs私募債等）の運用を開始する。 

自律的好循

環の形成へ

向けた制度

の構築等 

・2019年 7月に「富田林版 SDGs取組方針」を策定。 

・富田林市総合ビジョン・総合基本計画及び第 2期実

施計画、市まち・ひと・しごと創生総合戦略、市多文化

共生推進指針（改訂版）、市観光ビジョン等へ反映

（今後策定する個別計画にも随時反映）。 

 

各種計画への反映 

・市長を本部長に、副市長、教育長、全部長を構成員

とする「富田林市 SDGs推進本部」を設置。 

・各種審議会・委員会等とも連携。 

・SDGs取組について定量的な指標を設定し、PDCA

サイクルによる進捗状況の評価・改善につなげる。 

行政体内部の執行体制 

・市公民連携デスクを通じ、複数企業等（9社）と連

携協定を締結済。今後も様々な連携を創出する。 

・南河内広域連携研究会のスキームや、各種 SDGs

プラットフォーム、「大阪府 SDGsネットワーク（仮

称）」等を活用し、他自治体との連携を進める。 

地域の実態 2030年のあるべき姿 

2030年のあるべき姿の

実現に向けた優先的な

ゴール・ターゲット 

ステークホルダーとの連携 



2020年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式３） 

自治体ＳＤＧｓモデル事業名：富田林発！「商助」によるいのち輝く未来社会の実現プロジェクト 提案者名：大阪府富田林市 

取組内容の概要： 「富田林市産官学医包括連携協定（TOMAS）」を核に、民間主体による有償型健康事業等（いのち輝く“まちまるごと”健康プロジェクト）を展開し、三側面を支え

る「ひと」の健康を増進するとともに、市独自の公民連携デスクとパートナーシップ制度の活用により、統合事業及び三側面の取組の底上げと加速化を図る。 

 

 

＜事業イメージ＞ 

経済 社会 

（課題）健康寿命の延伸と 
増進型地域福祉の実現 

 ●医療・介護連携による地域包括ケアの実現 

●大阪大谷大学生と連携した健康エクササイズや

ロコモ予防事業の展開と世代間コミュニケー 

ションの活性化 

●FC 大阪や大阪ガス㈱、マクドナルド FC 法人 

との連携による「スポーツ」と「食」を切口と 

した多世代健康教育事業 

●“増進型地域福祉”実現のための 

「校区担当職員」制度の実施 

（課題）「健康」をキーにした 
産業の創出と活性化 

●歴史・自然・食などの地域資源をつなぐ 

「ウェルネストレイル」事業 

●SDGs 金融による地域産業・地域貢献事業の 

さらなる活性化と自走化 

●明治安田生命保険相互会社との連携による 

地域企業に向けた健康経営の普及促進 

●パートナーシップ制度によるものづくり企業 

への支援充実 

（課題）健康増進のためのエコロジータウンの形成 

●近畿運輸局との連携による地域連携サポートプランと 

市民参加による新たな地域公共交通の実践 

●㈱DK-Power との連携による配水池設置型の 

小水力発電事業の新規実施 

●市内小売店との連携による 

「とんだばやしプラスチックごみゼロ宣言」の取組 

●「家庭用燃料電池設置補助」や「太陽光発電システム設置 

 補助」事業による低炭素化の推進 

・ヘルスケア産業や健康市
民増加で経済活性化 
・「食」がテーマの健康事
業による地域食材等、域内
消費の活性化 

・商助による健康増進 

・産業活性化・雇用創出によ
る人の流入と若者定着 

・健康経営による若者・女性
を含めた生涯活躍 

・環境分野の企業・生産者
等の活躍による経済活性
化・雇用創出 

・新たな公共交通の形成に
よる経済活性化 

・トレイル事業等に伴う環
境整備 

・企業等による環境分野の
新たな担い手確保 

・交通課題の解消による生活環
境の向上 

・水力発電（低炭素化）による
健康増進 

・ウォーカブルタウンによる健
康増進やコミュニティ活性化 

・健康市民や企業等による
担い手確保 

・脱自家用車で低炭素化 

・健康事業による環境意識
の機運醸成 

環境 

 

・店舗や福祉施設等を活用した有償型健康事業の実施 
・健康活動拠点として民間施設等の環境整備 

①「商助」による持続可能なエコシステム構築事業 

富田林市産官学医包括連携協定（TOMAS） 
富田林市・大阪大谷大学・富田林医師会・アルケア㈱ 

・健康事業の担い手として大
谷大学生の育成事業を実施 
・「富田林応援団」としての
登録と活用（関係人口） 

②学生派遣による実学経験
（PBL）事業 

地域企業・団体等の参加によ
るイベント事業で、ロールモ
デルの横展開と民民連携の促
進 

③健康・環境×SDGs 
普及啓発事業 

富田林市 SDGs 
パートナーシップ制度 

付加価値創出・活動の活性化 連携創出・取組の加速化 

富田林市公民連携デスク 

三側面をつなぐ統合的取組 

いのち輝く“まちまるごと”健康プロジェクト 



富田林市_SDGｓ未来都市等提案書　参考資料一覧

No 資料名
本編

該当頁

本編

該当項目

1 富田林版SDGs取組方針（概要図） P3　他
1.1（1）（取り巻く社会環境）

他

2 富田林版SDGs取組方針 P3　他 1.1（取り巻く社会環境）　他

3 富田林市公民連携ガイドライン Ｐ16　他
1.3（3）ステークホルダーとの連

携　他

4 TOMAS包括連携資料 P20　他 2.1（1）（取組概要）

5 とんだばやしプラスチックごみゼロ宣言 P28
2.1（2）③-3「とんだばやしプラ

スチックごみゼロ宣言」の取組



富田林版ＳＤＧｓ取組方針 概要図 

ＳＤＧｓの採択
持続可能な開発目標：Sustainable Development Goals 

・先進国と開発途上国が共に取り組むべき国際社
会全体の普遍的な目標として2015年に採択。
・2030年に達成すべき17のゴールと169のター
ゲットが掲載されています。

国連 

ＳＤＧｓ実施指針の策定

・全国的にＳＤＧｓの実現に向けた取組を進める
ために2016年に策定。
・ＳＤＧｓの推進にあたっては、全国の自治体及
び地域で活動するステークホルダーによる積極的
な取組を推進することが必要で、関係するステー
クホルダーとの連携強化等、ＳＤＧｓ達成に向け
た取組を促進するものと掲載されています。

日本 

ＳＤＧｓの実現に向けた取組方針 

富田林市総合ビジョン まちの将来像の実現

ひとがきらめく！ 自然がきらめく！ 歴史がきらめく！ 
みんなでつくる 笑顔あふれるまち 富田林市 

ＳＤＧｓの理念の 
理解促進 

①富田林版取組方針の策定・公表
②ＳＤＧｓの理念の普及・啓発

市政におけるＳＤＧｓ
要素の反映 

①総合ビジョンとＳＤＧｓの整理
②各課におけるＳＤＧｓ要素の反映

ＳＤＧｓを介した 
様々な連携の創出 

①ＳＤＧｓを共通言語とした
公民連携の推進

②ＳＤＧｓを共通言語とした
ステークホルダー間の連携促進

「地球上の誰一人として取り残さない」とするＳＤＧｓの理念を市政に取り入
れ、総合ビジョンに掲げたまちの将来像の実現につなげることで、富田林市と
しても全国・全世界的なＳＤＧｓの実現に貢献するとともに、ＳＤＧｓを共通
言語として、多様なステークホルダーとの連携・協働によるまちづくりを進め
ます。 

富田林市 

富田林市 

市民 企業 

団体 他の主体 

基本的 
方向１ 

基本的 
方向２ 

基本的 
方向３ 

参考資料１ 
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富田林版ＳＤＧｓ取組方針 

令和元年 7月 12日 

１．背景 

地球規模で人やモノ、資本が移動するグローバル経済の下では、一国の経済危機が瞬時に

他国にも連鎖して発生し、経済成長や社会問題にも波及して深刻な影響を及ぼす時代となっ

ています。このような状況を踏まえ、2015年に国連で採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」（以下「2030アジェンダ」という。）は、開発途上国の開発に関する課題に

とどまらず、世界全体の経済、社会及び環境の三側面を、不可分のものとして調和させる統

合的取組として作成されました。このような性質上、2030 アジェンダは、先進国と開発途上

国が共に取り組むべき国際社会全体の普遍的な目標として採択され、その中に持続可能な開

発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals）として 17のゴール（目標）と 169 の

ターゲットが掲げられています。

そのような中、国においては、2016 年に「ＳＤＧｓ実施指針」を策定し、「持続可能で強靭、

そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統合的向上が実現された未来への先駆者を

目指す」ことをビジョンに掲げ、全国的に取組を進めるものとしています。また、ＳＤＧｓ

の推進にあたっては、「広く全国の地方自治体及び地域で活動するステークホルダー（関係者）

による積極的な取組を推進することが必要不可欠である。この観点から、各地方自治体に、

各種計画や戦略、方針の策定や改定に当たってはＳＤＧｓの要素を最大限反映することを奨

励しつつ、関係府省庁の施策等も通じ、関係するステークホルダーとの連携の強化等、ＳＤ

Ｇｓ達成に向けた取組を促進する。」ことが位置づけられています。 

それらを踏まえ、国による「ＳＤＧｓ未来都市」の選定（2018 年度、全国 29団体）など、

ＳＤＧｓの実現に向けて先進的に取り組む地方自治体も増えており、全国的な機運の高まり

もある中、本市においても、その取組に向けた方針を定め、市民をはじめとする様々なステ

ークホルダーと共有・協働しながら実践していくことが重要と考えています。 

富田林版ＳＤＧｓ取組方針 参考資料2 
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２．本市の実施目的 

ＳＤＧｓの実現に向けては、国レベルだけではなく、市民の暮らしに密着した地域発の取

組が重要であるとともに、環境・社会・経済を一体的に推し進め、「地球上の誰一人として取

り残さない（leave no one behind）」とするＳＤＧｓの理念は、住民の福祉の増進を図るこ

とを目的とする地方自治体においても非常に共感できるものであり、市が進める施策・事業

と親和性が高いものと考えられます。 

そこで、このＳＤＧｓの要素を市政に取り入れ、最大限に活用することで、総合ビジョン

に掲げた「ひとがきらめく！ 自然がきらめく！ 歴史がきらめく！ みんなでつくる 笑

顔あふれるまち 富田林」の実現につなげ、ひいては全国・全世界的なＳＤＧｓの実現に貢

献するものと考えます。 

また、本市独自の取組方針を庁内外に発信・共有し、市域全体でＳＤＧｓの理念等に関す

る関心を高めていくことで、市民や団体、民間企業等、多様なステークホルダーとの連携・

協働によるまちづくりのさらなる推進につなげます。 

富田林版ＳＤＧｓ取組方針 



3 

３．本市における取組方針 

ＳＤＧｓの推進にあたっては、以下の 3つの基本的方向に基づき、取組を進めます。 

基本的方向１ ＳＤＧｓの理念の理解促進 

①富田林版取組方針の策定・公表

 ＳＤＧｓの推進に向けた本市独自の取組方針を定め公表することで、理念の普及

やステークホルダー間の意識共有につなげます。

②ＳＤＧｓの理念の普及・啓発

 市職員や市民の一人ひとりが、ＳＤＧｓの理念を理解し、その普及や実現に貢献

できるよう、学ぶ場の開催等に取り組みます。

基本的方向２ 市政におけるＳＤＧｓ要素の反映 

①総合ビジョン・総合基本計画とＳＤＧｓの関係整理

 総合基本計画の各施策とＳＤＧｓの要素を紐づけることで、ＳＤＧｓの実現にも

寄与しながら、市の施策を着実に進める仕組みとします。

②各課におけるＳＤＧｓ要素の反映

 各課が策定する個別計画等に、ＳＤＧｓの要素を組み込むことで、各業務を通じ

た全庁的な推進につなげます。また、市民向け広告物等へのＳＤＧｓロゴの記載

など、庁内の共通ルールを定め、市民等への理念の普及や関心を高めます。

基本的方向３ ＳＤＧｓを介した様々な連携の創出 

①ＳＤＧｓを共通言語とした公民連携の推進

 市政やまちづくりの各分野において、本取組方針を広く周知・共有することで、市

民・企業・団体等、様々なステークホルダーとの連携を図り、地域課題等の解決に

向けた取組につなげます。

②ＳＤＧｓを共通言語としたステークホルダー間の連携促進

 様々なステークホルダー間の交流や連携を促進し、新たなイノベーションや課題

解決に向けた取組の創出につなげます。

富田林版ＳＤＧｓ取組方針 



令和元年10月
富田林市公民連携デスク 作成

富田林市公民連携デスク
ガイドライン

～市民と企業・団体と行政が幸せになるプラットフォーム～

参考資料3 
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１．本ガイドラインの対象となる公民連携

広
義
の
公
民
連
携

行政の財政や人的な
負担を要するもの

行政の財政や人的な
負担を要しないもの

業務委託

指定管理者

PFI

ネーミングライツ

包括連携協定

個別連携協定

連携協定を
伴わない協働
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２．富田林市が公民連携に取り組む背景

「わかりにくい」ことから、企業や団体からの提案を受けるチャンスを失っていました。

公民連携がわかりにくい！

提案の実現にはかなりの時間を要する！

企業や団体からの提案を喪失！

企業や団体にとっては、公民連携の関係部局がわかりにくく、迅速で柔軟な連携について
のバリアが高くなっていました。

公民連携に関するノウハウや情報の蓄積が少ないため、企業や団体からの相談や提案に
対する富田林市の意思決定に、時間を要していました。

企業や団体との連携のもと、更なる市政の
発展や地域課題の解決を目指して、
積極的に「公民連携」に取り組みます。



２．富田林市が公民連携に取り組む背景

地域における
担い手の減少

行政のみで様々な課題を解決するには限界が…

企業・団体がWIN-WINの関係性を基に、
行政と連携・協働する新しい仕組みが、
今日の地域課題や社会課題を解決に導く

厳しさを増す “都市経営環境”
人口減少
少子高齢化 財政状況悪化

多様化する
地域課題

高度化する
行政課題

企業・団体の ”社会貢献ニーズ”
企業ブランド

向上
CSRの
実践 地域密着 消費者認知

SDGsの
取り組み

公民連携
3



4

令和元年7月12日策定の「富田林版SDGs取組方針」にも則り、
SDGsを共通言語とした公民連携を推進します。市政やまちづくりの
各分野において、本取組方針を広く周知・共有することで、市民・企
業・団体等、様々なステークホルダーとの連携を図り、地域課題等の
解決に向けた取組につなげます。

２．富田林市が公民連携に取り組む背景
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３．富田林市公民連携デスクの役割

富田林市公民連携デスク

企業や団体からの相談・提案

事業担当部局

課題の抽出 情報共有・調整

公民連携に関する企業や団体からのご相談やご提案を一元的に受け付けるワンストップ窓口として、

富田林市公民連携デスクを設置します。

オープンなワンストップ窓口を目指し、事業担当部局へのマッチングや実現に向けた調整を行うとともに、
市役所庁内での公民連携に関する情報共有や一元化を進め、ノウハウを蓄積します。

合意形成対話と相互理解
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ワンストップ窓口設置による
迅速で柔軟な連携

●富田林市公民連携デスクの基本姿勢

３．富田林市公民連携デスクの役割

企業や団体との
対話の機会の創出

相互理解を基本に
アイデアの実現化へ

「対話」と「相互理解」を
最重要としています。

オープンに企業や
団体からのご提案やご相談を
伺います。

富田林市から企業や団体などに

積極的にアプローチします。

「市民」と「企業・団体」と「行政」の３者が

「WIN-WIN」となるストーリーを創ります。

富田林市役所庁内からの提案を、
企業や団体へ繋ぎます。

地域課題や行政課題を

共有します。

SDGsに積極的に
取り組みます。

企業や団体からの営業や
要求はお断りします。

行政から単なる「協賛金」や
「寄附金」のお願いはしません。

できないことは
「できない」と言います。



7

強み 公民連携によるメリット

富田林市

・市民との繋がり
・信頼と信用
・多様な公共事業の展開
・多様なフィールドを保有
・多岐にわたる業務

・市民サービスの向上
・地域課題や行政課題の解決
・財政・人的な負担の軽減
・シティセールスと地域活性化
・民間のノウハウを活力とした
新たな価値の創造

企業
・
団体

・企業ブランド
・資金・資源（人、物、金、情報等）
・社会変化の迅速な察知
・開発力
・スピード感
・独自の技術やノウハウ

・CSRの実践
・連携による企業ブランドの向上
・新たなビジネスモデルの構築
・新たな市場の創造
・企業や商品の知名度の向上
・研究成果の実証実験や社会還元
・即戦力の人材育成

お互いの強みを活かし、WIN-WINの関係を築きます。

３．富田林市公民連携デスクの役割
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市民、企業・団体、富田林市が
幸せになることを目指します。

４．富田林市公民連携デスクが目指す姿

市民

企業
団体

富田林市

「三方良し」を意識した
公民連携の取り組みを推進！

それぞれの強みを活かして
新しい価値を創造！

三方良し
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富田林市が公民連携に取り組む目的

４．富田林市公民連携デスクが目指す姿

市民ニーズに対応するために、きめ細かいサービスの実現を図ります。

●市民サービスの向上

厳しい都市経営下における財政や人的コストへの一助となるよう努めます。

●行政コストの低減

地域経済の発展、及び、雇用の創出を図ります。

●地域活性化

多様化する地域課題や社会課題について、SDGsを旗印に、
公民連携を通じて解決を図ります。

●地域課題や社会課題の解決
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５．富田林市の公民連携による対応想定

包括連携協定

個別連携協定

連携協定を伴わない協働

単独分野の事業の取り組みに関する協定締結（担当部局対応）

複数分野の事業の取り組みに関する協定締結（富田林市公民連携デスク対応）

協定に頼らない事業の取り組み実施（担当部局対応）

その他

連絡、相談、提案やネットワークの形成等（富田林市公民連携デスク対応）
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富田林市公民連携デスクは、大阪府公民戦略連携デスクと情報
共有や意見交換、ノウハウの蓄積などの連携を通じて、公民連携
による取り組みの更なる推進や効果の向上を図ります。

６．大阪府公民戦略連携デスクとの連携

※大阪府公民戦略連携デスク提供資料より抜粋



お気軽に富田林市公民連携デスクへ
ご相談、ご提案ください。

富田林市公民連携デスク（富田林市市長公室都市魅力創生課内）
0721-25-1000（内線424）

sousei@city.tondabayashi.lg.jp



2019年 11月 26日 

富田林市・大阪大谷大学・一般社団法人富田林医師会・アルケア株式会社 

富田林市民の健康寿命延伸のために！ 

医師会連携の産官学医包括連携協定「TOMAS」を締結 

日本初！富田林発！地域リソースの活用による地域包括ケアの実現へ！ 

富田林市（大阪府、市長：𠮷村善美）、大阪大谷大学（大阪府富田林市、学長：浅尾広良）、一般社団法人富田林

医師会（大阪府富田林市、会長：宮田重樹）、医療機器・材料メーカーのアルケア株式会社（東京都墨田区、代表取

締役社長：鈴木輝重）の４者は、この度、地域社会の医療・介護・健康の向上に寄与し地域住民の健康寿命延伸を目

的として、富田林市産官学医包括連携（TOMAS※1）協定を締結しました。TOMASは、自治体、大学、産業だけでなく、

医師会が組織的に連携し事業を推進するという、全国的にも極めて珍しい先駆的な取組みとなっています。地域リソ

ースを活用した地域包括ケアシステム構築により、地域課題の解決を目指します。 

TOMASは、今後富田林市において、市民の健康寿命延伸のために、様々な活動を開始いたします。 

※1 TOMAS：呼称：トーマス。当初発起４団体の英語表記の頭文字を合わせて考案。

■ 地域リソースを活かした地域包括ケアシステムの構築で地域課題の解決へ

富田林市は高齢化率が 29.8%（2019年 9月※2）で、高齢化対策が喫緊の課題であるとともに、2002年のピーク時

から 2019年までの間に約 15,000人の人口減少があり、今後も 2040年までに大幅な減少が予測されている自治体

でもあります。現在、介護予防施策として、介護予防事業や通いの場の整備、住民ボランティア育成による自助活動

などがありますが、持続可能性や展開性に課題がありました。年齢を重ねても健康でいられる方を増やす健康寿命延

伸への取り組みを、社会的、経済的に持続させるためには、市内の様々な事業者の参入を促し、健康拠点の量と質の

拡大による地域づくりが必要となっています。TOMASではそれぞれが抱える課題の解決に向け、地元事業者や学生な

どの地域のリソースを活かした“富田林版”地域包括ケアシステムの構築を図っていきます。  

※2高齢化率：人口に 65歳以上が占める割合。全国は 28.1%、大阪府全体では 27.5%。

厚生労働省「高齢者白書 2019年版」より

【連携事項】 

（１） 介護予防に関する事業開発を推進すること

（２） 介護予防の普及啓発を推進すること

（３） 介護予防に関する教育及び人材育成を推進すること

（４） その他連携に関して当事者が必要と認める事項

【産官学医それぞれが抱える課題と本事業で期待すること】 

課 題 本事業で期待すること 

富田林市 
 より多くの住民への啓発 

 生活との接続と取り組み促進 

地域住民の健康寿命延伸を実現する、

持続可能なヘルスケア産業の創出

富田林医師会 
 医療の適正供給の継続 

 地域包括ケアの構築と進化 

正しい介護予防の普及と、 

医療の適正利用促進の仕組み化

大阪大谷大学 
 地域の教育拠点の進化 

 学生の実践的教育の充実 

産業界や自治体との連携を通じた、

学生の地域に貢献する力の育成

アルケア  地域リソース連携モデルの構築 持続可能なビジネスモデルの検証と構築

 地域リソースを活かした地域包括ケアシステムの構築で地域課題の解決へ

 国内初！医師会と連携した産官学医連携により正しく安全な予防活動を推進

 SDGs（持続可能な開発目標）の達成と最新のグローバル視点を取り入れた事業モデル

産官学医連携ロゴ「TOMAS」 
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■ 国内初！医師会と連携した産官学医連携により正しく安全な予防活動を推進

TOMAS の特徴は、自治体、大学、産業だけで

なく、地元医師会が組織的に連携し事業を推進

するという点にあります。国内では例を見ない、こ

の体制により、地域医療と地域予防の連携が可

能となります。また、提供プログラムを医師会が監

修することにより、安全で適切な予防活動の推進

が期待できます。  

また、各参加者の役割と期待できる成果とし

て、大阪大谷大学は学生の派遣および実習活動

を通じた学生の実学経験の研鑽、アルケアは企

画推進やコンテンツ提供などでの実践的なヘル

スケアビジネスモデルの実績構築、富田林市は地域の介護予防拠点の拡充と広報活動の拡大によって、予防が必

要な住民の掘り起こしや持続的なサービスの提供が可能となります。 

さらに、介護保険事業計画の推進および持続可能な地域社会実現に向けて、TOMAS で有償事業を実施し「商助」

の仕組みを動かすことで、事業者が継続的に運営可能な地域のエコシステム構築を目指します。そして、市内の民

間事業者を活用しての事業推進を模索していきます。 

【これまでの取り組み】 

TOMAS 締結前のパイロット事業として 2019 年 6～11 月に『あ

すラクからだ教室＠大阪大谷大学』を実施しました。富田林医師

会監修のプログラムを大学生が習得し、教室の準備・運営を実施、

14 名の参加者が正しいロコモ予防を学生と楽しく実践しました。学

生の実学経験と世代間交流を生む双方の新たな体験の場として

のこの事業成果を活かし、今後も学生が地域で実習・活躍できる

実学機会を創出していきます。 

【今後の展開】 

 今後は市内の介護事業者や薬局、サービス業事業者等の“場”を活用した、新たな事業の立ち上げとして市内事

業者による 『あすラクからだ教室』を展開することで、地域の高齢者へのサービス提供や、顧客の健康管理による健

康寿命延伸、ずっと使い続けてもらえる足腰を作る機会を創出していきます。その他、市内での介護予防啓発に向け

た、教育、体験型イベントの実施など産官学医連携のイベント等も開催予定です。 

■ SDGs（持続可能な開発目標）の達成と最新のグローバル視点を取り入れた事業モデル

社会的、経済的に持続可能なエコシステムの構築を目指す上で、TOMAS の取り組みは、SDGs（Sustainable

Development Goals：持続可能な開発目標）にも関連しています。

SDGsは、国連が定めた持続可能な開発のための 17のグローバル

目標と 169 のターゲットからなる、国連の開発目標であり、具体的

行動指針でもあります。また、WHOも SDGsの目標３「すべての人に

健康と福祉を」の達成には高齢者の健康・社会的ケアのニーズに

対応することが不可欠だとし、高齢化への対策ガイドライン「高齢者

のための統合ケア（ICOPE※3）」を発表しました。我々は ICOPE 視点

で運動器にアプローチすることで、高齢者がいつまでも生き生きと生

活するためのサポート事業を展開してまいります。 

※3 ICOPE：WHO が策定した筋骨格系の機能など、高齢者の内在的能力の低

下を管理するための地域レベルでの介入ガイドライン

４者の体制と役割 

教室を運営する大阪大谷大学の学生たち 

本事業にて実現を目指す 5つの目標 



富田林市産官学医包括連携「TOMAS」参画者概要 

□ 富田林市

大阪府の東南部に位置する富田林市は、自然と歴史に恵まれたまちです。“富田林版”地域包括ケアシステムの構

築に向け、医療と介護の連携強化や、地域における日常生活の支援・支え合いのしくみづくりを進めています。 

代 表 者 ： 市長 𠮷村 善美 

人 口 ： 111,270名（高齢化率 29.8% 2019年 9月現在） 

所 在 地 ： 大阪府富田林市常盤町 1-1（〒584-8511） 

H P ： https://www.city.tondabayashi.lg.jp/ 

代 表 T EL ： 0721-25-1000 

□ 一般社団法人富田林医師会

地域包括ケアシステムの重要な柱である介護予防と在宅医療を専門的な知識と経験を基に遂行し、地域住民の

方々が健康面で安心して暮らせる地域づくりに貢献してまいります。 

代 表 者 ： 会長 宮田 重樹（整形外科医） 

会 員 数 ： 計 186名 

所 在 地 ： 大阪府富田林市向陽台 1丁目 3番 38号（〒584-0082） 

H P ： http://www.tondabayashiishikai.jp/sp/index.html 

代 表 T EL ： 0721-29-1210 

□ 大阪大谷大学

大阪大谷大学は、富田林市に立地し、1966年の創立以来、地域の活性化、文化振興等社会貢献活動にも積極

的に取組んできました。この度は人間社会学部スポーツ健康学科の授業の一環として、地域の大きな課題である市民

の方々の健康増進、介護予防活動について、学生・教職員ともに取組んでまいります。 

代 表 者 ： 学長 浅尾 広良 

学 生 数 ： 学部生 3,106名、大学院生 11名 

所 在 地 ： 大阪府富田林市錦織北 3丁目 11番 1号（〒584-8540） 

H P ： https://www.osaka-ohtani.ac.jp/ 

代 表 T EL ： 0721-24-0381 

□ アルケア株式会社

超高齢社会におけるエッセンシャルパートナーとなることを目指し、ウンドケア、オストミー＆コンチネンスケア、ロコモ

ティブケア、ナーシングケア、ヘルスケアの 5つの視点でケア現場に貢献し、医療機器・医療用消耗材料の研究開

発、製造、販売業を実施しています。

なお、富田林市産官学医包括連携「TOMAS」は、ロコモ事業部が担当しています。

代  表  者 ： 代表取締役社長 鈴木 輝重

社 員 数 ： 550名 （2019年 4月 1日現在）

売  上  高 ： 148 億円 （2019年 6月末現在）

本社所在地 ： 東京都墨田区錦糸 1-2-1 アルカセントラル 19 階（〒130-0013）

アルケア H P ： http://www.alcare.co.jp

代 表 T EL ： 0120-770-175

【報道関係者の皆様のお問い合わせ先】 

※このリリースの内容について、ご質問ご要望等がございましたら、遠慮なく下記担当までご連絡ください。

富田林市 TEL：0721-25-1000（代表） 健康推進部 高齢介護課 担当：大北 

大阪大谷大学 TEL：0721-24-0452（直通） 志学台広報係 担当：下村 

富田林医師会 事務局 TEL：0721-29-1210 

アルケア 広報窓口 TEL：03-6421-7397 株式会社アネティ 担当：樹神（こだま） 



とんだばやしプラスチックごみゼロ宣言

プラスチックは、 安価で使いやすいことから、 私達に一番身近な物となって

いますが、 その一方でごみとして捨てられる量も多くなっています。

また、 道路などにポイ捨てされたプラスチックなどが、 河川を通じて海へ流

れ込み、 海洋環境や生物に深刻なダメ ー ジを与えていることが、 近年、 地球規

模で問題となっており、 マイクロプラスチックによる生態系への影響も懸念さ

れています。

富田林市は、 これまで、 市民の誇りでありシンボルである石川を愛し、 美し

く守り育て住みよい環境づくりのため、 市民 ・ 事業者 ・ 行政が協働のもと石川

清掃等に積極的に取り組んできました。 その結果、 河川環境なども良くなって

きており、 関西S DG sフラットフォ ー ムにも登録しています。

本市は、 より一層の環境改善のため、 S DG sの国際目標の1つである、

「1 4 海の豊かさを守ろうJの実現のため、 海洋プラスチック問題について

の啓発をするとともに、 4 R （リデュ ース ・ リユ ース ・ リサイクル ・ リフュ ー

ズ）のさらなる推進、 プラスチックごみのポイ捨てなどの防止に向け、 自ら不

断の取り組みを行うことをここに宣言します。

2 0 1 9年6月2 1日

一長老村 t え
14 ：�：
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